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年の 4,119施設から 2007 年には 3,015 施設に，一般診療所が同じくピークだった 1987 年の
















































件・月間）は 1∼2 日，医療費 7∼8千円である．歯科は，医療費・受診率の２つが 5∼9歳（低






の 1,170 と比較して非常に低い．⑵平均在院日数は，5∼9歳が 10.2 日，10∼14歳が 14.2 日であり，総数
の 39.3 日と比較すると，非常に短い日数である．⑶疾病は，5∼9歳が呼吸器系・神経系・損傷中毒・先天
性奇形が多く，10∼14歳が神経系・呼吸器系・損傷中毒が多い．






院医療費（年間）は 25,543円，１件あたり入院医療費は 337,493円，１日あたり入院医療費は 29,080円，





































１人当たり医療費 63,248∼72,947 85,006∼95,452 6,526∼7,328
受診率 18.23∼21.96 933.22∼1,044.45 77.78∼84.73
１件当たり医療費 328,860∼348,318 8,945∼9,206 7,899∼9,393
１件当たり日数 6.75∼7.16 1.69∼1.71 1.43∼1.61
B．5∼9歳
入院 外来 歯科
１人当たり医療費 13,703∼16,177 47,319∼53,958 16,417∼17,565
受診率 3.97∼4.60 631.90∼745.86 196.63∼216.83
１件当たり医療費 329,530∼357,358 7,234∼7,488 7,715∼8,706
１件当たり日数 7.30∼8.48 1.52∼1.54 1.58∼1.74
C．10∼14歳
入院 外来 歯科
１人当たり医療費 11,833∼15,426 36,633∼42,142 8,951∼9,458
受診率 2.80∼3.45 436.49∼526.64 102.07∼122.82
１件当たり医療費 419,486∼447,264 8,002∼8,393 7,701∼8,769




























いま両親の効用関数が u/u ph,zとして与えられているとする．ここで hは子どもの健康を
表しており，zはその他のすべての財である．子どもの健康の生産関数は，受診回数 qとその












1 kmあたり移動費用を cとすると，１回あたり移動費用は cd pnである（澤野，2001．）．
医療サービスの需要に要する時間は，移動時間と待ち時間（診察時間を含む）の２つである．
１回あたり移動時間（往復）を t1とする。いま 1 kmあたり移動時間を eとすると，１回あた
り移動時間は t1/ed pnである．１回あたり待ち時間 t2は，混雑の関数である．ここで地域の
小児医数が多ければ多いほど，平均的な待ち時間は短くなるとする．このとき t2/t2 pn，
t2'?0である．１時間の機会費用は，母親の時間あたり賃金率 wで評価する．ここでこの機会
費用に影響を与える女性労働等の特性を iとして明示的に表記し，その賃金率を w/w pi，
w'>0とする．これより医療サービス需要の時間的機会費用は，w pi ed pn+t2 pnである．
この３つの価格と費用を用いて，受診１回あたり実質価格 pmを定義することができる．






















S/z+pm pa, n, iq p3
ここで両親の労働時間は外生的に決まっている（もしくは先決されている）とし，時間の変化
は余暇時間内の時間配分で調整されるとしている．両親は，p3式の制約の下で，p1式の効用
が最大になるような財の消費量を選択する．このとき需要関数は，q/q ppm, Sおよび z/
z ppm, Sである．
3.2 実質価格の変化
ここで子どもの医療サービス需要である q/q ppm, Sに注目する．通常の比較静学より，実
質価格 pmの上昇は，qを変化させないか，もしくは減少させる．実質価格 pmは，法定自己負
担率 a，地域の小児科医数 n，労働特性 iの関数である．先の議論から，法定自己負担率 aと労























常の価格弾力性（絶対値）は，Inman（1974）は 0.10，Goldman and Grossman（1978）が 0.03∼













































































































































の従事者は 15,870人，2008 年の 15,236人と比べて増加傾向，⒝診療科名（主たる）が20 産
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1984 1997 2003 1984 1997 2003
組合 労働者（大企業） 10 20 30 20 20 30
＊
政管 労働者（中小企業） 10 20 30 20 20 30
＊





1984 1997 2003 1984 1997 2003
組合 労働者（大企業） 10 20 30 30 30 30
＊
政管 労働者（中小企業） 10 20 30 30 30 30
＊


















































































析としては Phelps and Newhouse（1974），Rossiter and Wilensky（1984），Cauley（1987）がある．分析
対象を特定したものとして，Holtmann（1972）は入院日数について，Coffey（1983）は女性について分析
を行っている．日本では，田中・西村（1984），小椋（1990），知野（1994）が先駆的研究である．






























年 2009 2010 2011 2009 2010 2011
実施市区町村数計
（うち）
1,800 1,750 1,747 1,800 1,750 1,747
就学前 721 543 345 980 824 622
12歳年度末 393 415 364 197 212 212
15歳年度末 516 696 902 345 492 655

















































































































































































年齢区分は，およそ就学前児童（０歳から５歳），小学生（６歳から 11 歳），中学生（12 歳から





保健・医療費 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳
保健・医療機関等窓口での支払額 17,181 14,919 12,699 12,504 31,886 19,071 18,505
保健・医療機関等までの交通費 14,232 2,909 2,705 2,074 2,213 5,615 3,073
薬局・薬店等で購入した医薬品類 7,417 6,333 4,224 3,156 4,096 5,384 5,094
B．内閣府政策統括官（共生社会政策担当）（2005b）調査
医療費（自己負担） 0∼5歳 6∼11歳 12∼14歳 15∼17歳
1997年度 17,788 10,065 8,016 9,496



























に変更されている．厳密な比較は行えないが，平成 16 年度調査では 45.8％であったものが，
















補助が補助率は 1/2 とされ，金額は 36億 59百万円（2008 年度），35億 80百万円（2009年















回答数 総額 都道府県負担 市町村負担
都道府県 43 1,356,261
全市町村 1,474 96,312 31,762 64,550
政令指定都市 10 2,355,538 531,877 1,823,661
東京23区 17 933,137 303,448 629,689
中核市 28 663,150 215,372 447,779
その他市 429 152,943 55,214 97,730
町村 987 18,558 6,688 11,870
出所）内閣府政策統括官（共生社会政策担当）（2005c），図表Ⅲ-100
11）東京都は，一般的に対象が就学前である乳幼児医療費助成を小中学生まで拡大して行っている．2003 年
の就学前児童数（0∼5 歳）は 586,122人，小中学生数（6∼15 歳）は 945,826人である．2009年の 0∼5 歳













































































7.2 小学生（７歳から 12 歳）に関する研究
小学生である７歳から 12 歳の子どもについては，別所（2011）と Nishi, Noguchi, Izumida,
Takada（2011）の研究がある．別所（2011）では，先と同じデータと方法を用いて分析し，一
部，その効果は観察されるものの，総体的には小学校低学年までは医療費助成のもつ金銭的な
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Determinants of Pediatric Care Utilization : A Survey
Koichiro Sawano
Abstract
The aim of this survey is to discuss the results of economic research on pediatric care
utilization. Our main conclusions are as follows : First, primary determinants are copay-
ment, number of physician (pediatric care specialist) and parents’ opportunity cost. Second
a rapid pervasion of its free care is observed. Finally the magnitude of its price response is
very small.
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